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航空重大インシデント調査の経過報告について

平成２０年 ７ 月２５日

国土交通省 航空・鉄道事故調査委員会

平成１９年６月２７日（水 、新千歳空港で発生した、スカイマーク株式会社所属）

ボーイング式７６７－３００型ＪＡ７６７Ｆと全日本空輸株式会社所属ボーイング式

７７７－２００型ＪＡ８９６７の航空重大インシデントについて、当委員会において

重大インシデント発生以来、鋭意調査を進めてきたところである。

基本的な調査はほぼ終了しているが、航空機の設計・製造国である米国に意見照会

を行い、その回答に時間を要すること等から、最終的に報告書をとりまとめるまでに

なお時間を要すると見込まれる。

しかしながら、同様の重大インシデントの発生防止の観点から、本重大インシデン

トの概要及び本重大インシデント調査の経過を報告し、公表することとした。

なお、本経過報告の内容については、今後更に新しい情報や状況が判明した場合、

変更することがあり得る。
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スカイマーク株式会社所属ボーイング式７６７－３００型ＪＡ７６７Ｆ

及び全日本空輸株式会社所属ボーイング式７７７－２００型ＪＡ８９６７

に係る重大インシデント調査について

（経過報告）

１. 航空重大インシデントの概要

ＪＡ７６７Ｆ（以下「Ａ機」という ）は、東京国際空港に向けて、新千歳空港。

滑走路１９Ｒ（以下「１９Ｒ」という ）から離陸のための滑走を開始したのち、。

同滑走路を横断しているＪＡ８９６７（以下「Ｂ機」という ）に気付き、２１時。

０９分ごろ離陸を中止した。

Ｂ機は新千歳空港滑走路１９Ｌに着陸した後、誘導路Ｂ９Ｎから誘導路Ａ８Ｓに

向けて１９Ｒを横断していた （付図参照）。

本件は、航空法施行規則第１６６条の４第１号に規定された「他の航空機が使用

中の滑走路からの離陸の中止」に該当し、航空重大インシデントとして取り扱われ

ることとなったものである。

(1) 発生場所 新千歳空港滑走路１９Ｒ上

(2) 発生日時 平成１９年６月２７日 ２１時０９分ごろ

(3) 運航者 スカイマーク株式会社

全日本空輸株式会社

(4) 航空機等の情報

① Ａ機

型式 ボーイング式７６７－３００型

国籍及び登録記号 ＪＡ７６７Ｆ

運航形態 定期（ＳＫＹ７３０）

出発地／目的地 新千歳空港／東京国際空港

搭乗者数 乗客１５０名 乗務員８名

負傷者 なし

航空機の損傷 なし

運航乗務員

機長 男性 ４７歳

定期運送用操縦士技能証明書（飛行機） 平成１４年 ８ 月２８日

限定事項 ボーイング式７６７型 平成１４年 ８ 月２８日

第１種航空身体検査証明書
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有効期限 平成１９年 ８ 月 ７ 日

総飛行時間 １５,０６６時間２５分

最近３０日間の飛行時間 ７８時間２４分

同型式機による飛行時間 １,７８５時間２５分

最近３０日間の飛行時間 ７８時間２４分

副操縦士 男性 ２９歳

事業用操縦士技能証明書（飛行機） 平成１６年 ２ 月２０日

限定事項 ボーイング式７６７型 平成１７年１１月 ８ 日

計器飛行証明 平成１６年 ３ 月 １ 日

第１種航空身体検査証明書

有効期限 平成１９年 ９ 月 ３ 日

総飛行時間 １,４３４時間２２分

最近３０日間の飛行時間 ８３時間２６分

同型式機による飛行時間 １,２０４時間０７分

最近３０日間の飛行時間 ８３時間２６分

② Ｂ機

型式 ボーイング式７７７－２００型

国籍及び登録記号 ＪＡ８９６７

運航形態 定期（ＡＮＡ７９）

出発地／目的地 東京国際空港／新千歳空港

搭乗者数 乗客２３５名 乗務員１１名

負傷者 なし

航空機の損傷 なし

運航乗務員

機長 男性 ４０歳

定期運送用操縦士技能証明書（飛行機） 平成１５年 ５ 月２６日

限定事項 ボーイング式７７７型 平成１２年 ２ 月２４日

第１種航空身体検査証明書

有効期限 平成１９年 ７ 月１５日

総飛行時間 ７,９８２時間５２分

最近３０日間の飛行時間 ５９時間１４分

同型式機による飛行時間 ４,７４０時間０１分

最近３０日間の飛行時間 ５９時間１４分

副操縦士 男性 ３７歳

事業用操縦士技能証明書（飛行機） 平成 ８ 年 ８ 月２２日



- 4 -

限定事項 ボーイング式７７７型 平成１９年 ３ 月３０日

計器飛行証明 平成 ８ 年 ８ 月２２日

第１種航空身体検査証明書

有効期限 平成２０年 ６ 月２３日

総飛行時間 ４,６９０時間０１分

最近３０日間の飛行時間 ４３時間４７分

同型式機による飛行時間 １１９時間４１分

最近３０日間の飛行時間 ４３時間４７分

(5) 航空自衛隊千歳管制隊

ａ 飛行場管制席管制官 男性 ３２歳

航空管制技能証明書

飛行場管制業務 平成 ９ 年 １ 月 １ 日

進入管制業務 平成１１年１２月１０日

ターミナルレーダー管制業務 平成１２年 ３ 月２８日

着陸誘導管制業務 平成１０年１２月１５日

ｂ 地上管制席管制官 男性 ３０歳

航空管制技能証明書

飛行場管制業務 平成１４年 ９ 月２５日

進入管制業務 平成１８年 ６ 月２８日

ターミナルレーダー管制業務 平成１８年 ６ 月２８日

着陸誘導管制業務 平成１７年 ３ 月１６日

ｃ 運用主任 男性 ３８歳

航空管制技能証明書

飛行場管制業務 平成 ４ 年 ３ 月 １ 日

進入管制業務 平成 ９ 年 ４ 月 １ 日

ターミナルレーダー管制業務 平成 ９ 年 ４ 月 １ 日

着陸誘導管制業務 平成 ６ 年 １ 月 １ 日

(6) 気象

本重大インシデント発生時刻ごろの新千歳空港の航空気象観測値は、次のとお

りであった。

21時00分 風向 変動、風速 ２kt、卓越視程 １０km、雲 雲量 ＦＥＷ 雲

形 層雲 雲底の高さ １,０００ft、雲量 ＢＫＮ 雲形不明 雲

底不明、気温 １６℃、露点温度 １５℃、高度計規正値（ＱＮＨ）

２９.７４inHg

21時30分 風向 変動、風速 １kt、卓越視程 １０km、雲 雲量 ＦＥＷ 雲
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形 層雲 雲底の高さ １,０００ft、雲量 ＢＫＮ 雲形不明 雲

底不明、気温 １６℃、露点温度 １４℃、高度計規正値（ＱＮＨ）

２９.７５inHg

(7) 飛行記録装置及び操縦室音声記録装置に関する情報

Ａ機及びＢ機には、飛行記録装置及び操縦室音声記録装置が搭載されており、

本重大インシデント発生時の記録は、Ａ機の操縦室音声記録装置の記録を除き残

されていた。

２．調査の経過

航空・鉄道事故調査委員会は、平成１９年６月２８日、本重大インシデントの調

査を担当する主管調査官ほか２名の航空事故調査官を指名した。

本調査には、航空重大インシデント機の設計・製造国である米国の代表が参加し

た。

現時点までの主な調査事項は、以下のとおりである。

(1) 現場調査及び機体調査

(2) 関係者からの口述調査

(3) 飛行記録装置等の記録の解析

(4) 管制方式等についての調査

３．参考情報

これまでの調査結果により判明した、本重大インシデントに関する参考情報は、

以下のとおりである。

３.１ 飛行場管制席管制官は、Ａ機から離陸準備完了の通報があったとき、１９Ｒ

からの離陸を許可し、Ｂ機には１９Ｒの横断を許可した。

これは、当該管制官がＡ機に待機指示を行うところを誤って離陸を許可する

一方でＢ機にはＡ機が離陸する滑走路の横断許可を発出し、他の管制官もこの

誤りの発見・修正ができなかったため発生した可能性が考えられる。

Ａ機は、Ｂ機の滑走路横断を早期に察知し、リジェクトを行ったものと推定

される。

３.２ 千歳管制隊は、本重大インシデント発生後、以下の措置を実施した。

(1) 管制業務処理要領の改正

(2) 管制官の配置人数の見直し

(3) パイロットとの意見交換会

(4) 滑走路横断時の交通情報の提供
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